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平成１８年５月２５日（木）
第５回古都保存行政の理念の全国展開小委員会
越澤委員長発表メモ

１ 日本の都市形成
・４００年前の城下町、宿場町、港町、寺内町の起源が多い。
・秀吉の全国統一、大名が領地を一元支配、都市建設、河川改修。
・その後、旦那衆・町衆が町を維持（高岡、小松、美濃など）
・日本の主な歴史都市は、古都保存法の対象外となっている。

２ 古都保存法の制定の背景、その意義
・鎌倉、京都、奈良 周囲の緑（民有林）に急激な宅地開発

文化人などの国民運動→議員立法による制定
・開発の禁止に対する損失補償＝土地の買い取りを初めて法制化

。 。・法の対象 実質上市街地周囲の緑に限定 山林の宅地開発を阻止
市街地では火災で文化財焼失。
その当時は商業地への区域指定は想定外。
市街地の高さ制限の課題→自主規制など

・法の適用 対象都市を都に限定した（飛鳥、奈良、京都、鎌倉）
厳しい権利制限＝高額国庫補助での土地買い取り。

・その後の効果 世界遺産の指定におけるバッファーゾーン
奈良、京都などはバッファの法の裏付けあり
広島は法の裏付け無し→マンション建設発生。

２ 現在の課題
①古都法の対象都市では、

急速に失われている町屋→町屋の維持・再生方策。
市街地の街並み景観、佇まいの保存再生。
市街地の高さ制限、色、調和など。建築基準法の運用。
町屋を維持する方策。町屋地区を再生する都市政策が必要。
例えば、奈良の奈良町（商業地 、鎌倉の若宮大路沿道。）

②日本全国、戦後の復興から高度成長期
醜い都市が出現。歴史都市の崩壊・消滅。
相続の発生による転売、細分化。

→地域の伝統文化、地場産業、職人、祭りの消滅の危機
酒、酢、味噌；和菓子、郷土料理；木工、漆、陶芸、絣

③古都法の対象都市以外では、
全国の歴史都市に対する国家的な支援政策が無い。

市街地は伝建のみ→市街地全体をどうするか政策が無し。
個別の対策（国庫補助メニュー、道路、公園など）のみ有り。

地元自治体任せであった。
「街なみ環境整備事業」など個別事業では限界あり。
現状では、屋敷、邸宅、庭園の買い取りの支援策が無い。

④一方では本物の歴史と伝統への再評価、再発見の動き
熊本の本丸御殿、長崎の出島、など全国で多くの事例。
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３ 今後の制度改正への提案、希望

①歴史的風土の概念を市街地にも適用する必要がある。

→これが古都法制定４０周年で、必要な施策。
歴史都市における市街地の枢要部の都市空間の総体は、保存・
再生・継承すべき歴史的、公共的な資産であるとの認識。
歴史を生かした総合的なまちづくり推進の鍵。

、 。②古都以外の歴史都市に対して 国家として認定を行うべきである
「歴史都市 「日本遺産都市 「準古都 「小古都」？」、 」、 」、
つまり、世界遺産の日本都市版。都市のブランド化。

→これが古都法制定４０周年で必要な施策ではないか？
品格のある歴史都市の形成、品格のある観光振興の鍵となる。
日本の文化、歴史、伝統産業の振興とアピールに資する。

③上記の国家認定のシステムとしては、例えば、次のような方式が
考えられないか？

・地方分権を踏まえると、国の一方的な指定は行うべきでない。
・都道府県知事を経由した市町村長からの指定要望に基づいてはど

うか。
・ただし、市町村の一方的な要望をそのまま認めるべきではなく、

歴史的風土、日本遺産に相応しいかどうか外部評価としてのチェ
ック、審査が必要。例えば、社会資本整備審議会・歴史的風土部
会を活用してはどうか。

・国及び関係公共団体は、歴史都市の保存再生の取り組みを総合的
に包括的に推進し、また 「選択と集中」により、支援する。、

・ 歴史都市」に指定された都市は、その施策の実績について、定「
期的に報告をする。

④法定都市計画の地域地区制度（ゾーニング）のひとつとして、歴
史都市保存再生区域（仮称）を位置づけることはできないか？

→これによって都市計画図に歴史都市保存区域が明示され、
色塗りされることの意味が大きい。

歴史都市保存再生区域（仮称）を指定する場合には、合わせて、都
市計画マスタープランに、歴史都市の保存再生の政策を記載し、当
該市町村の都市政策として位置づけることとする。



古都保存法の仕組み
○古都における歴史的風土の概念図

第１回委員会 資料６－１ 再掲



歴史的・文化的資産を有する都市・法制度等の関連概念図 　（第１回委員会　資料６－３
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社会資本整備審議会都市計画・歴史的風土分科会
歴史的風土部会
第５回古都保存行政の理念の全国展開小委員会

北海道大学大学院 工学研究科
教授 越澤 明



法案が衆議院で可決されたことを報じる新聞記事

昭和４０年１２月２６日付け 毎日新聞１面

＜法律制定の反響＞
２．法制定の経緯

５



○鎌倉市歴史的風土保存区域

旧市街地を囲む周辺の山並みは古都保存法の規定による歴史的風土保
存区域に指定され、保存が図られている。

鎌倉市街を上空より撮影歴史的風土保存区域等の指定状況

右写真の方向

４．古都保存法の仕組み

鎌倉市提供

10

歴史的風土保存区域

歴史的風土特別保存地区

近郊緑地保全区域



９

４．古都保存法の仕組み

○古都における歴史的風土の概念図



３．古都保存法による定義
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歴史的建造物等

歴 史 的 風 土

古都保存法においては、わが国の歴史的な建造物や遺跡等と、それら
を取り巻く樹林地などの自然的環境が一体となって古都らしさを醸し出し
ている土地の状況をいう

わが国往時の政治、文化の中心等として歴史上重要な地位を有する市
町村

京都市、奈良市、鎌倉市、天理市、橿原市、桜井市、奈良県生駒郡斑鳩
町、同県高市郡明日香村、逗子市及び大津市の１０市町村

○法の目的

わが国固有の文化的資産として国民がその恵沢を享受し、後代の国民に継承
すべき古都における歴史的風土を保存することにより、国土愛の高揚・文化の
向上発展に寄与 （古都保存法第１条）

古都

歴史的
風土

歴史的風土の概念図

歴史的風土審議会資料（平成９年１２月）
をもとに作図

６



○「今後の古都における歴史的風土の保存のあり方について」（平成１０年３月１９日
歴史的風土審議会意見具申）における概念整理

国 民 的 資 産

古 都

歴史的風土

歴史的・文化的資産

わが国固有の
文化的資産

国民共有の資産

古都＝京都市、奈良市、鎌倉市等 その他都市＝古都以外の歴史的・文化
的資産を有する都市

歴史的・文化的資産

その他都市

歴史的な風土

古都同様に保存･継承
が図られるべき

※古都保存法第１条

※古都保存法第２条

歴史的風土＝わが国の歴史上意義を有する建造物、遺跡等が周囲の自然的環境と一体をなして古都における
伝統と文化を具現し、及び形成している土地の状況 （古都保存法第２条）

歴史的・文化的資産＝歴史的・文化的意義を有する建造物、遺跡等の人工物、樹林地等の自然的環境、水田等
の土地利用状況など総体



江戸東京博物館



城下町・小幡



景勝地 乱開発と観光地の再生

• リゾートマンションの建設

観光客の目を引くための看板

→ 景勝地としての景観を阻害
大
型
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跡
地
が
マ
ン
シ
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ン
に
（熱
海
市
）



2005年1月27日

大分合同新聞（夕刊）

九州で一番目

別府市が

景観行政団体になる

別府



別府 今なお残る別荘→遺産



美しい都市空間は
都市の観光、経済
効果をもたらす。

イギリス観光局
王立都市計画協会

40年前に出版 『イギリスにおける都市計画の遺産』



台湾観光案内書

台湾発行
観光案内書
東京と上海
が競争する
時代



角館 まちは女性の評価が重要



角館 勘定方の屋敷 子孫が所有 会社化



角館 石黒家 台湾から観光 本物を求める



角館 課題の１つ ガソリンスタンド 隣は安藤家



函館西部



函館火災街区改正図



函館の景観の要素

伝統的建造物
坂道・広路
海・函館山

二十間坂元町の街路



歴史的建造物の使用状況

商業・宿泊施設として活用される

例が目立つ

→観光資源として地域の活性化

旧ロシア領事館

函館ヒストリープラザ

古稀庵



問題点

伝建地区 住商複合地

昭和63年建設マンション

伝建地区周辺の現状

「日本の道百選」の先に高層マンション



平成2年までに建設されたマンション

景観条例の中でも

規制の弱い場所に

集中していることがわかる

平成2年までに建設されたマンション



昭和の函館大火復興 高田屋通り（幅５５メートル）
良好な景観形成には道が重要



昭和63年条例施行時

昭和９年大火復興の広幅員街路

歴史的価値のある建物

住宅地景観ゾーン

住商複合地景観ゾーン
港湾地景観ゾーン

伝建地区

住宅地景観ゾーン

高田屋通

ひし伊



その結果

周囲にそぐわない建物の増加

↓

伝建物調査範囲を歴史的

景観地域に採用したため、

範囲外の歴史的価値のある

ものが含まれず、保全策が

採られていない。

調和しない色 ひし伊



歴史的景観審議会による範囲決定

昭和63年5月

入船町、西埠頭、二十間坂通り以東が検
討されている

二十間坂以東

西埠頭の地域

入船町の地域

伝建地区

歴史的景観地域

伝建地区

検討地域

高龍寺周辺



借上げ市営住宅問題

平成12年 西部地区定住人口増加策として建設

伝建地区に隣接する
景観形成地域内・
住商複合地景観ゾーン

8階（一部4階）
23.6メートル

撮影方向



新聞

平成12年2月22日 平成12年11月29日



景観行政の先導的役割の行政が
模範となるものを提案すべき

・場所の選定
・高さ・デザイン等の配慮

市 住民団体

景観保全への市の
姿勢に抗議

建築基準法上は合法
定住人口増加策として推進

近隣住民

人口増加策として賛成派多数



犬山 町屋の取り壊し、歯抜け、不調和な建て替えの発生



犬山 都市計画道路の着手→反対→廃止、まちづくり



犬山 都市計画道路に沿ったセットバック、
建て替え→風情は生まれない



犬山 町屋の修復・貸し出し ＜なつかしや＞



犬山 なつかしや 女性が刺繍



犬山 空き店舗を借家人（市内から進出）が全面修復



犬山 荒れた町家→借家人が坪庭まで再生復活



木曽川景観協議会１



木曽川景観協議会２



木曽川景観協議会３



別荘地の変容、お屋敷の転売

• 旧別荘の邸宅、庭園

企業法人にも維持管理が困難

建物の老朽化や取り壊し、土地の転売、細分化、マンション建設

→法規制のみでは維持していくことは出来ない

旧鍋島邸のマンション（大磯町） 別荘数戸が転売、開発→高度地区へ（葉山町）



転売開発された旧佐賀藩主鍋島邸 大熊重信邸の隣り



陸奥宗光邸と大隈重信邸 古河電工管理



安田善次郎邸 安田不動産が管理 平成１６年８月
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